
令和３年７月

（株）公論出版 編集部

『消防設備士第６類　2020 年版』
に関するお詫びと訂正のご案内

　『消防設備士第６類　2020 年版』の内容について誤りがありましたことを、心よりお詫び申し上げます。

以下の通り訂正致しますので、お手持ちの本書に加筆訂正をお願い致します。

　ご迷惑をおかけ致しまして誠に申し訳ございません。

　よろしくお願い申し上げます。

初 版

P18
▶▶正解＆解説
【４】

誤

【４】正解４
　１�．管理者が同一であっても、複合用途防火対象物となり、令第９条によりそれぞれ別
の防火対象物とみなされる。

　２�．　　　　　　　　　　　（略）

正
【４】正解４
　１�．この場合、特定用途を含む、一つの複合用途防火対象物となる。
　２�．　　　　　　　　　　　（略）

P24
※�打ち消し線部
を削除
※�赤字を追加

更新：［2021.4.28］

誤

■３．従前の規定が適用されないケース
◎�法第17条の２の５第１項の規定は、消防用設備等で次のいずれかに該当するもの

については、適用しない（法第17条の２の５第２項１号～４号）。 ※追加
　①�法第17条第１項の消防用設備等の技術上の基準に関する政令などの従前規定に

対し、もともと消防用設備等が違反しているとき

　②�法第17条第１項の消防用設備等の技術上の基準に関する政令などの改正後に、

次に掲げる一定規模以上の増築、改築又は大規模の修繕若しくは模様替えを

行ったとき。

　　�一定規模以上の増築及び改築の範囲は、次の
とおり（令第34条の２）。 ※追加

　　◦�増築又は改築に係る当該防火対象物の部分

の床面積の合計が、1,000m2以上となる

もの（同１号）  ※削除
　　◦�増築又は改築に係る当該防火対象物の部

分の床面積の合計が、工事着工時におけ

る当該防火対象物の延べ面積の２分の１
以上となるもの（同２号）  ※削除

　　�大規模の修繕及び模様替えの範囲は、当該防火対象物の主要構造部である壁に
ついて行う過半の修繕又は模様替えとする（令第34条の３）。 ※追加

　③�　　　　　　　　　　　（略）
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■３．従前の規定が適用されないケース
◎�法第17条の２の５第１項の規定は、消防用設備等で次のいずれかに該当するもの

については、適用しない（法第17条の２の５第２項１号～４号）。
　①�法第17条第１項の消防用設備等の技術上の基準に関する政令などの従前規定に

対し、もともと消防用設備等が違反しているとき。
　②�法第17条第１項の消防用設備等の技術上の基準に関する政令などの改正後に、

次に掲げる一定規模以上の増築、改築又は大規模の修繕若しくは模様替えを

行ったとき。

　　�一定規模以上の増築及び改築の範囲は、次の

とおり（令第34条の２）。
　　◦�増築又は改築に係る当該防火対象物の部分

の床面積の合計が、1,000m2以上となる
もの

　　◦�増築又は改築に係る当該防火対象物の部

分の床面積の合計が、工事着工時におけ

る当該防火対象物の延べ面積の２分の１
以上となるもの

　　�大規模の修繕及び模様替えの範囲は、当該防火対象物の主要構造部である壁に

ついて行う過半の修繕又は模様替えとする（令第34条の３）。
　③�既存する消防用設備等が、消防用設備等の技術上の基準に関する政令などの新

規定に適合しているとき。
　　〔解説〕�この場合、将来にわたり消防用設備等を技術上の基準（適合時の基準）に従っ

て設置し、及び維持しなければならないことになる。従前の規定は適用され
ない。

　④�特定防火対象物における消防用設備等であるとき、または新規定を施行又は適
用する際、新築、増築、改築、移転、修繕若しくは模様替えの工事中の特定防

火対象物に係る消防用設備等であるとき。
　　〔解説〕�この規定により、特定防火対象物については、消防用設備等の技術上の基準

が改正されるごとに、新規定が適用されることになる。また、新築・増築・
改築中の特定防火対象物は、設計を変更するなどしてでも消防用設備等を新
規定に適合させなければならない。

トンボ

トンボ

トンボ

トンボ

お手持ちの書籍の 24 ページに訂正を反映される場合、こちらページを A4（原寸）でプリントアウトし、トンボの四隅で切り取っ
てご利用ください。



P28
▶▶正解＆解説
【７】

更新：［2021.4.28］

誤

【７】正解３
　１＆２．延べ面積の１／２以上の増改築に該当しないため、従前の規定が適用される。
　３�．延べ面積 1,000m2 以上または１／２以上のいずれの増改築にも該当する。増築又は
改築にあわせて、消防用設備等を改正後の基準に適合させなければならない。

　４．延べ面積 1,000m2 以上または１／２以上のいずれの増改築にも該当しない。

正

【７】正解３
　１＆２．延べ面積の１／２以上の増改築に該当しないため、従前の規定が適用される。
　３�．「主要構造部である壁について行う過半の修繕又は模様替え」に該当するため、消防

用設備等を改正後の基準に適合させなければならない増築、改築又は修繕若しくは模
様替えに該当する。

　４�．劇場及び遊技場は、いずれも特定防火対象物である。特定防火対象物は、増改築や修繕・
模様替えにかかわらず、消防用設備等の技術上の基準が改正されることに消防用設備
等を基準に適合させなければならない。設問では、消防用設備等を改正後の基準に適
合させなければならない増改築、修繕・模様替えに該当するものを選ぶよう求めている。
４の内容は「過半の修繕又は模様替え」に該当しない。

【７】正解３
　１＆２．延べ面積の１／２以上の増改築に該当しないため、従前の規定が適用される。
　３�．「主要構造部である壁について行う過半の修繕又は模様替え」に該当するため、消
防用設備等を改正後の基準に適合させなければならない増築、改築又は修繕若しくは
模様替えに該当する。

　４�．劇場及び遊技場は、いずれも特定防火対象物である。特定防火対象物は、増改築や
修繕・模様替えにかかわらず、消防用設備等の技術上の基準が改正されることに消防
用設備等を基準に適合させなければならない。設問では、消防用設備等を改正後の基
準に適合させなければならない増改築、修繕・模様替えに該当するものを選ぶよう求
めている。４の内容は「過半の修繕又は模様替え」に該当しない。

　　※破線で切り取り、該当箇所に貼り付けてください。

P26
【４】 誤

【４】防火対象物を消防用設備等の技術上の基準が改正された後に　　（略）

　　４�．増築又は改築以前の当該防火対象物の延べ面積と、増築又は改築後の延べ

面積との差が、5,000m2となる場合

正

【４】防火対象物を消防用設備等の技術上の基準が改正された後に　　（略）

　　４�．増築又は改築以前の当該防火対象物の延べ面積と、増築又は改築後の延べ

面積との差が、500m2 となる場合

P42
▶▶正解＆解説
【５】

誤 【５】正解１

正 【５】正解４

P58
【１】

誤

【１】消防設備士免状に関する記述について、消防法令上、正しい　　（略）

　　２�．消防設備士免状の記載事項に変更を生じた場合、当該免状を交付した都道

府県知事又は移住地若しくは勤務地を管轄する都道府県知事に免状の書換え

を申請しなければならない。

正

【１】消防設備士免状に関する記述について、消防法令上、正しい　　（略）

　　２�．消防設備士免状の記載事項に変更を生じた場合、当該免状を交付した都道

府県知事又は居住地若しくは勤務地を管轄する都道府県知事に免状の書換え

を申請しなければならない。



P78

更新：［2021.7.16］

誤

防火対象物の区分 設置基準面積

◎令別表第１�（１）イ、（２）、（３）の一部、（６）イ①～③・ロ、（16
の２）、（16の３）、（17）、（20）に掲げる防火対象物

延べ面積に関係
なく設置する

具体例

　劇場、映画館、演芸場	 キャバレー、ナイトクラブ
　遊技場又はダンスホール	 風俗店
　カラオケボックス	 待合、料理店、飲食店〔※１〕
　病院、診療所	 養護老人ホーム、有料老人ホーム
　地下街	  建築物の地階と地下道  準地下街
　重要文化財	 総務省令で定める舟車

◎令別表第１�（16）［複合用途防火対象物］に掲げる建築物の地階、�
無窓階又は３階以上の階　　　　　　　　※赤字を追加

床面積
50m2以上

P98
誤

◎防火対象物（略）　（令第７条第１項）。

◎防火対象物（略）　（令第７条第２項）。

◎�令第10条第３項（略）　（令第８条第３項）。

正

◎�防火対象物（略）　（規則第７条第１項）。

◎��防火対象物（略）　（規則第７条第２項）。

◎�令第10条第３項（略）　（規則第８条第３項）。

P114 ～ 115
４．

誤

■２．はりの曲げモーメント
◎�今、図の両端支持ばりに集中荷重が作用しているものとする。A 支点に作用する

力のモーメントは、次のとおりとなる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　（略）

　D 断面に作用する曲げモーメントは、次のとおりとなる。

　〔右回りの曲げモーメント〕＝ 300N × 0.3m ＝ 90N

　　　　　　　　　　　　　　　　　（略）

　また、C 断面に作用する曲げモーメントは、最大となる。

　〔右回りの曲げモーメント〕＝ 300N × 0.7m ＝ 210N

　〔左回りの曲げモーメント〕＝ 700N × 0.3m ＝ 210N

正

■２．はりの曲げモーメント
◎�今、図の両端支持ばりに集中荷重が作用しているものとする。A 支点に作用する

力のモーメントは、次のとおりとなる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　（略）

　D 断面に作用する曲げモーメントは、次のとおりとなる。

　〔右回りの曲げモーメント〕＝ 300N × 0.3m ＝ 90N･m
　　　　　　　　　　　　　　　　　（略）

　また、C 断面に作用する曲げモーメントは、最大となる。

　〔右回りの曲げモーメント〕＝ 300N × 0.7m ＝ 210N･m
　〔左回りの曲げモーメント〕＝ 700N × 0.3m ＝ 210N･m

P119
▶▶正解＆解説
【２】 誤

【２】正解１
　　　　　　　　　　　　　　（略）
　�　分母を 1m2 にするため、分母と分子の両方に 1×10－6 をかける。
　　　　1N　　　　 1×10－6 N
　　  ＝  ＝ 1×106 N/m2 ＝ 1N/mm2
　　1×10－6 m2　　　 1m2

正

【２】正解１
　　　　　　　　　　　　　　（略）
　�　分母を 1m2 にするため、分母と分子の両方に 1×106をかける。
　　　　1N　　　　 1×106 N
　　  ＝  ＝ 1×106 N/m2 ＝ 1×106 Pa ＝ １MPa
　　1×10－6 m2　　　 1m2



P138
13． 誤

◎�仕事率は、単位時間に行う仕事の割合をいう。仕事量を W〔J〕、仕事をしたと

き間を t〔s〕とすると、仕事率 P は次の式で表される。単位は W（ワット）を

用いる。仕事率は、工率または動力ともいう。

正

◎�仕事率は、単位時間に行う仕事の割合をいう。仕事量を W〔J〕、仕事をした時
間を t〔s〕とすると、仕事率 P は次の式で表される。単位は W（ワット）を用

いる。仕事率は、工率または動力ともいう。

P208
▶▶正解＆解説
【２】

誤

【２】正解１
　２�．　　　　　　　　　　　（略）
　３�．蓄圧式粉末消火器の蓄圧ガスの充てんには、二酸化炭素、窒素ガス、またはそれら
の混合ガスを使用する。

正
【２】正解１
　２�．　　　　　　　　　　　（略）
　３�．蓄圧式粉末消火器の蓄圧ガスの充てんには、主に窒素ガスが使用される。

P307
▶▶正解＆解説
【９】
※赤字を削除

更新：［2021.1.19］

誤

【９】正解

１．Ａ、Ｂ　　　２．Ｂ　　　３．Ｃ

　�　写真Ａはノズルの形状から機械泡消火器、写真Ｂはホーンがあることから二酸化炭素消火
器、写真Ｃは蓄圧式の粉末消火器または強化液消火器である。しかし、強化液消火器とすると、
設問１の答えはA、B、Cの３つになってしまう。また、設問３の答えに該当する消火器が存
在しない。以上のことから、写真Ｃは蓄圧式の粉末消火器である。


